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　これまで世界の食品ロスは、国
こく

連
れん

食
しょく

糧
りょう

農
のう

業
ぎょう

機
き

関
かん

(FAO)の発表に基
もと

づいて、およそ13億トン、世
界で生産される食料の3分の1が捨

す

てられている
といわれてきました。しかし2021年に世

せ

界
かい

自
し

然
ぜん

保
ほ

護
ご

基
き

金
きん

（WWF）などは、食品ロスの総
そう

量
りょう

をお
よそ25億トン、生産された食料の約40％と報

ほう

告
こく

しました。生産段
だん

階
かい

での農産物の損
そん

失
しつ

をこれまで
の推

すい

測
そく

数字よりも大きく見積もった結果です。い
ずれにしても食品ロスは、食料危

き

機
き

を乗り切るた
めには、避

さ

けて通れない大きな問題です。
　FAOの『世界食

しょく

糧
りょう

農業白書』（2019年）は、
小売や家庭などで捨てられる「食料廃

はい

棄
き

」の削
さく

減
げん

だけでなく、小売に到
とう

達
たつ

する以前の「食料ロス」
に取り組むことが重要であると報告しています。

●アフリカの食料ロス

　南アフリカは、サブサハラ第2位の経
けい

済
ざい

発
はっ

展
てん

を
見せる新

しん

興
こう

国
こく

です。人口は6000万人弱です。こ
の南アフリカで、1年間に生産される食料の34％
にあたる約1000万トンの食料が捨

す

てられている
といいます。国

こく

際
さい

社会が2020年に実
じっ

施
し

できた食
料支

し

援
えん

量約420万トンの2倍以上です。損
そん

失
しつ

の
68％は、収

しゅう

穫
かく

後から選別・保
ほ

管
かん

、加工・包
ほう

装
そう

と
いった初期段

だん

階
かい

で起き、種類別では穀
こく

類
るい

が半分を

食品ロスは世界に広がっている

下のグラフを見ても、地
ち

域
いき

によっては、生産現
げん

場
ば

・流通段階での損失である食料ロスが、消
しょう

費
ひ

段
階での食料廃棄よりずっと大きいのです。
　今後、食料消費量の少なかった低

てい

所
しょ

得
とく

国
こく

が経
けい

済
ざい

成長することで、食肉や食用油の消費量が増
ふ

える
と予想され、それにともなって食料廃棄も増える
と予

よ

測
そく

されています。人口の急
きゅう

増
ぞう

が見
み

込
こ

まれるサ
ハラ以南アフリカ（サブサハラ）やインドなどの
南アジアは、とくに食料ロスの割

わり

合
あい

が高い地
ち

域
いき

で
す。この地域は、食料ロス問題を改

かい

善
ぜん

しないと、
食料不安から逃

のが

れることはむずかしくなります。
食料ロスと食料廃棄は、将

しょう

来
らい

の食料危機を乗り切
るための大きな課題となっています。

食料ロスと食料廃
はい

棄
き

　わたしたちは、本来食べられるのに捨
す

てられ
てしまった食べ物を「食品ロス」と呼

よ

んでいま
す。国

こく

連
れん

食
しょく

糧
りょう

農
のう

業
ぎょう

機
き

関
かん

（FAO）は、収
しゅう

穫
かく

・貯
ちょ

蔵
ぞう

・加工・輸
ゆ

送
そう

などの生産・流通段
だん

階
かい

での食料
の損

そん

失
しつ

を「食料ロス」、小売やレストラン・家
庭などの消

しょう

費
ひ

段階での損失を「食料廃
はい

棄
き

」と使
い分けています。上のグラフでは赤い消費部分
が食料廃棄、その下の農業生産から流通までの
部分が食料ロスにあたります。
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（FAO）

地
ち

域
いき

別
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消費
流通
加工

収穫後
農業生産

食料廃棄

食料ロス

占
し

め、果物、牛
ぎゅう

乳
にゅう

、肉類がそれに続いているよう
です。FAOも、サブサハラでは穀

こく

物
もつ

・豆類の損
失が大きいと報

ほう

告
こく

しています。
　アフリカ南部には飢

き

餓
が

に苦しむ人びとが5000
万人近くいます。南アフリカの食料ロスや食料廃

はい

棄
き

を減
へ

らし、近
きん

隣
りん

の開
かい

発
はつ

途
と

上
じょう

国
こく

へ食料を供
きょう

給
きゅう

でき
れば、アフリカの飢餓の撲

ぼく

滅
めつ

や今後増
ぞう

加
か

する人口
の食料確

かく

保
ほ

にとって大きな力となるのは間
ま

違
ちが

いあ
りません。そのためには、収穫した農産物を保管
する倉庫や輸

ゆ

送
そう

するトラックなどに冷
れい

蔵
ぞう

や冷
れい

凍
とう

の
機
き

能
のう

をもたせたコールドチェーンの整
せい

備
び

が必要で
す。収穫から消

しょう

費
ひ

者
しゃ

にとどくまでの流
りゅう

通
つう

網
もう

の改
かい

善
ぜん

、
道
どう

路
ろ

網
もう

などインフラの整備も必要でしょう。先進
国が、南アフリカを軸

じく

としながら周辺の開発途上
国に資

し

金
きん

や技
ぎ

術
じゅつ

を提
てい

供
きょう

する、三角協力による食品
ロス削

さく

減
げん

支援が求められています。

食料ロスの発生量は、果実や野菜のほうが穀
こく

物
もつ

や豆類より多い
のが一

いっ

般
ぱん

的です。高
こう

所
しょ

得
とく

国の消
しょう

費
ひ

段
だん

階
かい

での食料廃
はい

棄
き

量
りょう

は、動
どう

物
ぶつ

性
せい

食品や果実・野菜類などの傷
いた

みやすい食料が多くなります。

ナイジェリアでは小
しょう

規
き

模
ぼ

農家に太陽光発電の冷
れい

蔵
ぞう

保
ほ

管
かん

庫
こ

を貸
か

し
出す事業が始まっています。

●食品ロスが地球温
おん

暖
だん

化
か

を進める

　世界が食品ロス削
さく

減
げん

に取り組まなければいけな
い大きな理由がもう1つあります。食品ロスが気
候変動を早めているからです。
　国連機関の「気候変動に関する政

せい

府
ふ

間
かん

パネル
（IPCC）」が 2019 年に発表した報

ほう

告
こく

書
しょ

『気候変
動と土地』は、地球温

おん

暖
だん

化
か

の原
げん

因
いん

である大気中の
温
おん

室
しつ

効
こう

果
か

ガス増
ぞう

加
か

について、食品ロスが温室効果
ガス排

はい

出
しゅつ

源
げん

の大きな要
よう

素
そ

になっていると警
けい

告
こく

しま
した。
　世界中で捨

す

てられた食品ごみは、燃
も

やすか埋
う

め
立てるかして処

しょ

分
ぶん

されます。生ごみは、水分が多

栄養のとり方が生活に必要な最低レベルを下回っている人たち
の割

わり

合
あい

です。

（２０１９年）

（世界国勢図会2022/23）

南部アフリカ主な国の栄養不足人口の割
わり

合
あい

く燃えにくいので重油などの燃
ねん

料
りょう

を使って焼
しょう

却
きゃく

さ
れ、大気中に大量の二

に

酸
さん

化
か

炭
たん

素
そ

（CO2）を排
はい

出
しゅつ

し
ます。焼却場がないために埋め立てられた生ごみ
は、腐

ふ

敗
はい

して長期間メタンガス（CH4）を排出し
続けます。メタンガスは大気を暖

あたた

める力がCO2の
28倍もある温室効果ガスです。
　2021年、国連環

かん

境
きょう

計画（UNEP）は、食品ロ
スが排出する温室効果ガスは世界全体の排

はい

出
しゅつ

量
りょう

の
8％から10％を占

し

めていると発表しました。地球
温暖化は、各地で干

かん

ばつを増
ふ

やすなど、これから
の食料生産をむずかしくさせます。食品ロスは、
生産された食料の3分の1を無

む

駄
だ

にすると同時に、
未来の食料生産にもマイナスになっているのです。
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（FAO『世界食糧農業白書』）
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　予想される世界的食料危
き

機
き

を乗り切るには、日
本の食料自

じ

給
きゅう

率
りつ

を上げなければなりません。しか
し、現

げん

在
ざい

日本で消
しょう

費
ひ

している食料のすべてを、こ
の狭

せま

い国土で生産することは不可
か

能
のう

といっていい
でしょう。日本の食料自給率を上げることのむず
かしさの一番は、1億2500万人の人口を養うに
は農地面積が少ないということです。
　家

か

畜
ちく

にあたえるえさの飼
し

料
りょう

穀
こく

物
もつ

の多くが輸
ゆ

入
にゅう

で
あるため、牛肉・豚

ぶた

肉
にく

・とり肉・卵
たまご

の自給率はと
ても低くなっています。現在の消

しょう

費
ひ

量
りょう

を確
かく

保
ほ

しな
がら自給率を上げるには、トウモロコシや大豆の
作付面積を大きく増

ふ

やさねばなりませんが、そん
なことはできるのでしょうか。
　農地面積のほかにも、農業生産に使われている
化学肥

ひ

料
りょう

のほとんどを輸入に依
い

存
ぞん

している問題も
あります。化学肥料は鉱

こう

物
ぶつ

を原料として製
せい

造
ぞう

され
ていますが、日本は鉱物資

し

源
げん

に恵
めぐ

まれていません。
農業や漁業に従

じゅう

事
じ

する人が減
へ

っているといった課
題もあります。一方、好

こう

条
じょう

件
けん

がないわけでもあり

●食肉を自給することのむずかしさ

　限
かぎ

られた農地で食料自
じ

給
きゅう

率
りつ

を上げようとすると
き、問題になるのは、なにを優

ゆう

先
せん

的に生産するか
ということです。80％以上を輸

ゆ

入
にゅう

に依
い

存
ぞん

してい
る小麦は、家庭用小

こ

麦
むぎ

粉
こ

、パンや麺
めん

類
るい

、ケーキか
ら菓

か

子
し

類
るい

まで、利用範
はん

囲
い

が広いので、優先的に作
付を増

ふ

やすべき穀
こく

物
もつ

ということになりそうです。
肉の自給率を上げるために、飼

し

料
りょう

用穀物をつくる
農地はあるのでしょうか。
　牛は濃

のう

厚
こう

飼料と粗
そ

飼料で、豚
ぶた

・にわとりは濃厚
飼料だけで育てられています。濃厚飼料は、飼料
用トウモロコシや大豆、麦、ふすまなど穀物中心
の栄

えい

養
よう

価
か

の高いえさで、その87％が輸入です。
粗飼料とは、牧草、干

ほ

し草
くさ

、発
はっ

酵
こう

させた稲
いな

わらな
どのことで、こちらは24％が輸入されています。
肉の自給率を上げるには、この家

か

畜
ちく

のえさにする
飼料穀物を国内で生産する必要があるのです。粗

世界の主要国の1人あたりの農地面積

食料自
じ

給
きゅう

率
り つ

は上げられるか

（世界国勢図会2022/23）（2019年）

ません。水
みず

資
し

源
げん

が豊
ほう

富
ふ

なこと、国土が南北に長い
ため気温上

じょう

昇
しょう

の壊
かい

滅
めつ

的
てき

被
ひ

害
がい

を受けずにすむことな
どは、日本の恵まれた地理的条件といえます。
　日本の「食料自給力」、食料を自給する生産能

のう

力
りょく

は高いものとはいえません。食料自給率を上げる
にも限

げん

界
かい

はあります。それでも、食生活を日本の
食料自給力に見合ったものに変えながら食料自給
率を上げていけば、栄養不足などにおちいること
なく食料危機を乗り切ることはできるはずです。	

飼料生産は米作農家の協力や農地にならない耕
こう

作
さく

放
ほう

棄
き

地
ち

の利用で増やせそうですが、濃厚飼料の増
ぞう

産
さん

にはそのための農地が必要になります。どの程
てい

度
ど

増やせるかは確
たし

かではありませんが、いま全国
各地で、「子

し

実
じつ

用
よう

トウモロコシ」と呼
よ

ばれる飼料
用トウモロコシの生産を増やす新しい農業への
チャレンジが始まっています。
　肉の自給率を、牛肉45％、豚肉49％、とり肉
65％という現

げん

在
ざい

の国
こく

産
さん

率
りつ

を超
こ

えてさらに上げる
には、畜

ちく

産
さん

農家を増やさなければいけません。し
かし、せまい日本で畜産農家をこれ以上密

みつ

にする
ことは、家

か

畜
ちく

伝
でん

染
せん

病
びょう

の感
かん

染
せん

リスクを高くすること
になり、よい策

さく

とはいえません。肉の自給率につ
いては、まずは飼料穀物の国内生産を増やして完
全自給の国産率をめざす。と同時に、日本の食料
自給力を考えて、大量消

しょう

費
ひ

をやめ食品ロスを減
へ

ら
して、肉の総

そう

消
しょう

費
ひ

量
りょう

を抑
おさ

えていくことがだいじに
なるでしょう。
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5 危機のなかの日本

国名 人口
(万人)

農地面積
(万ha)

1人あたりの
農地面積(a） 対日本比

オーストラリア 2536 3億6248 1429.5 408.4

アメリカ 3億3432 4億0581 121.4 34.7

中国 14億2186 5億2771 37.1 10.6

ドイツ 8315 1666 20.0 5.7

オランダ 1736 182 10.5 3

日本 1億2579 440 3.5 1

地
ち

域
いき

の豊
ゆた

かな資
し

源
げん

を活用する循
じゅん

環
かん

型
がた

農
のう

業
ぎょう

日本の化学肥
ひ

料
りょう

の輸
ゆ

入
にゅう

先

●化学肥
ひ

料
りょう

を減
へ

らし堆
たい

肥
ひ

を利用

　食料自
じ

給
きゅう

率
りつ

を上げるには、農作物の収
しゅう

穫
かく

率
りつ

を高
めて国内生産量を増

ふ

やす必要があります。これま
での農業では収

しゅう

穫
かく

量
りょう

を増やすために化学肥
ひ

料
りょう

が大
量に使われてきました。しかし、国内でつくられ
る化学肥料の原料は、ほぼ100％が海外からの輸

ゆ

入
にゅう

です。その化学肥料の原料が最近になって、価
か

格
かく

上
じょう

昇
しょう

や産出国の輸
ゆ

出
しゅつ

規
き

制
せい

のために入手しづらく
なっています。日本の食料自給率アップのために
は、この化学肥料の海外依

い

存
ぞん

も見直す必要があり
ます。
　必要な生産量を確

かく

保
ほ

するために、いま化学肥料
の使用を一切やめてしまうということはできませ
んが、農林水産省は、化学肥料の大量使用が土

ど

壌
じょう

の劣
れっ

化
か

を招
まね

いていることもあり、2050年までに
使用量を30％削

さく

減
げん

するとの目標を立てています。
今後は化学肥料を減

へ

らし、畜
ちく

産
さん

農家と一
いっ

般
ぱん

の農家
が積極的に協力して、堆

たい

肥
ひ

を活用する農業へと切
き

り替
か

えていく必要がありそうです。
　畜産農家が家

か

畜
ちく

の糞
ふん

や尿
にょう

を利用して堆肥をつく
り周辺の農家に提

てい

供
きょう

します。一般の農家は堆肥を
肥料として作物をつくり、一部で子実用トウモロ
コシや飼

し

料
りょう

用の米、粗
そ

飼料をつくって畜産農家に
提供します。こうした地

ち

域
いき

資
し

源
げん

を活用する農業を
「循

じゅん

環
かん

型
がた

農
のう

業
ぎょう

」といいます。堆肥と飼料を提供し
あう循環型農業は、海外からの輸入に依存してい
る家畜飼料と化学肥料を同時に減らしていく可

か

能
のう

性
せい

をもっています。
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マレーシア     
47％

4
国内生産

中国
37

中国
90%

カナダ
59%

ロシア
16

ベラルーシ
10

ヨルダン 
5

ウズベキスタン 
5

その他 
 

アメリカ
10

サウジアラビア 
5

カタール 
3
その他
 

尿素
( チッ素を精製 )
全輸入量

33.5万t

りん安
( リン酸を精製 )
全輸入量

51.2万t

塩化カリ
( カリを精製 )
全輸入量

41.2万t

落ち葉麦わら

家畜の糞尿を利用した堆肥を提供家畜の糞尿を利用した堆肥を提供
そ   し   りょう

子実用トウモロコシや飼料用の米、粗飼料を提供子実用トウモロコシや飼料用の米、粗飼料を提供
しりょうし  じつよう

ていきょうたい  ひか  ちく ふんにょう

そ   し   りょう

一
般
農
家

一
般
農
家

畜
産
農
家

畜
産
農
家

家畜
糞尿




